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‘What if (もし○○になったらどうなるか)’ 

ブレクジット（イギリスのＥＵ脱退）が決定さ

れた後、what if の世界、いいかえれば不確定性

がイギリス経済と社会の中心を占めるようになっ

た。イギリスとＥＵ間の離脱協議はなかなか進ま

ない。与党内でもブレクジットの方針が定まらず、

イギリス政府の交渉姿勢からは、未だ明確な方向

性がでていない。イギリスを欧州単一市場と関税

同盟にとどまらせるソフトブレクジットをめざす

のか、ＥＵ単一市場と関税同盟から外れ、世界貿

易機関（ＷＴＯ）のルールに従うことになる、ハ

ードブレクジットになるのかさえも、わからない

状況だ（2018年２月現在）。方向性が決まらなけ

れば、予測を立てるのも難しく、それゆえ社会・

経済に憶測と不安定感が蔓延している。 

ここでは、学術論文や関連資料を参考に、イギ

リス労働市場におけるブレクジットの影響を２つ

の側面から少し考えてみたい。１つ目は、イギリ

ス労働市場におけるＥＵ市民の貢献であり、２つ

目は雇用、特に若年層の雇用におけるＥＵ補助金

の役割である。 

まず、労働市場におけるＥＵ市民の割合を、農

業、食産業と医療を例にしてみてみよう。イギリス

全労働者の６％がＥＵ市民であるが、外食産業で

は10％前後、食品加工産業では約30％にのぼる１。

さらにイギリス国産食料の生産過程にも、ＥＵ

市民の貢献は大きく、果物や野菜の収穫を中心と

する季節農業労働者の約９割がＥＵからの労働者

である。 

次に、医療専門職をみてみたい。ＥＵ圏におけ

る人の移動の自由および教育・専門資格の総合認

定は、イギリス国民保険医療サービス（ＮＨＳ）

における人材不足を補完してきた２。現在ＮＨＳ

に登録されている医療専門職のうち医師の９％、

看護師の４％がＥＵ市民である。さらにＥＵ出身

者の割合は近年増加しており、2015-16年度に新

たに登録された医療専門職のうち13％、看護師で

は18％がＥＵ出身者となっている。特に最近問題

化されてきたＮＨＳの人材不足は、有資格のＥＵ

市民の雇用を増やすことで、一定程度、緩和され

てきたといえる。 

このように、人々の生活の根幹となる食料と医

療の労働市場において、ＥＵからの労働者は中核

をなす。ＥＵ離脱派の主張は、移民規制の強化で

あり、現イギリス政府もソフトブレクジットであ

っても、ＥＵからの移民流入制限は強化するとし

ている。しかしながらこの政策が、政府のいうよ

うにイギリス市民に雇用機会を与えるのか、ＥＵ

以外の国からの移民増加につながるかは、不透明

である。 

２点目は、若者の雇用とＥＵ補助金に関してで

ある。貧困や社会的排除、労働市場との関係にお
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いて、若年層はもっとも社会経済的弱者とされて

いる。例えば、ゼロ時間契約者の36％が16歳から

24歳までの若年層であり、所得移転以前の貧困率

も、若年層と子供が高い（32.6％）。一方で、イ

ギリスの積極的労働政策（active labour market 

policies）への公共投資はＥＵ平均を下回ってい

る。 

このようなイギリスの労働をとりまく状況に対

して、ＥＵによる基金は再分配の機能を果たして

きた ３ 。具体的には、ヨーロッパ社会基金

(European Social Fund)とヨーロッパ地域開発基

金（European Regional Development Fund）であ

る。ＥＵ圏内における地域間の社会経済的な差の

縮小を目的とするこれらの基金は、貧困地域およ

び失業率の高い地域へと優先的に補助金を配布し

てきた。イギリスの相対的貧困地域も例外ではな

く、2014年から2020年のあいだに、イギリスの５

地域で総額118億ユーロ（約1.57兆円）が分配さ

れる計画である。 

特にヨーロッパ社会基金を財源とした、若者雇

用推進基金（Youth Employment Initiative）は、

雇用に結びつく技術や訓練への参加機会の向上や、

地域自治体やビジネスセクターとの連携による雇

用創出によって、若年層の貧困と社会的排除の克

服に向けて取り組むことを目的としている。この

結果、興味深いことに、この基金を受け取った地

域は、全体の失業率は全国平均よりも高いのにも

関わらず、若年失業率は全国平均よりも低くなっ

ている。例えば、ロンドンと比較して、失業率が

高いウェールズ地方のほうが、若年失業率は７％

低くなっているのだ。このように、ＥＵの助成金

が若年層の雇用機会に与えている影響は明確であ

る。 

しかし、ＥＵ基金を受けてきた地域の住民が、

その「恩恵」をどう感じてきたかは、複雑な様相

を見せる。離脱支持率の高かった地域は、移民人

口が近年急速に増加した地域や、ＥＵ基金の対象

である経済的な困難を抱える地域だからだ。ロン

ドン大学のデイビス氏によれば４、ＥＵからの基

金を受けている地域の住民は、炭鉱業、鉄鋼業や

造船業が消えた後、適切な経済政策や地域再生政

策に欠き、ＥＵ基金に依存せざるをえない地域経

済のあり方に、不満や怒りをためてきたという。

そのため、ＥＵ離脱派の「主権を取り戻そう

(take back control)」というキャンペーンが、

これらの地域の住民の持つ居心地の悪さや、主体

の剥奪感に心理的に訴えたという。実際に、具体

的、実質的な政策を掲げることなく、離脱派は票

を集めた。しかし、その結果であるイギリスのＥ

Ｕ離脱は、離脱を選択した経済的に恵まれていな

い地域に暮らす人々、特に若年層の雇用にこそ、

大きな影響を及ぼす可能性が高い。 
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